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な環境アセスメントの取り組みについて分析することで，基礎自治体における環境配慮の




















































（2015 年 1 月時点，カッコ内は基礎自治体数）
（2）	 調査は，各自治体の環境部局を対象として，以下のように実施した。
	 ・市川市環境部環境政策課（2015 年 5 月 19 日）
	 ・柏市環境部環境政策課（2015 年 6 月 10 日）
	 ・四街道市環境経済部環境政策課（2016 年 2 月 17 日）
	 ・浦安市都市環境部環境保全課（2016 年 2 月 18 日）
	 以上 4 市については，ヒアリング調査を行った。





の 53 団体（85.5％）について環境基本条例が制度化されていることが把握された。11 団
体（17.7％）の環境基本条例において，環境アセスメントの規定を確認することができた。
















































































　柏市では「柏市地球温暖化対策条例」（2007 年）の第 9 条に基づき，一定規模の開発事
業について，「環境配慮計画書」の提出により，事業者による環境配慮の実施を義務付け





















（7）	 方法書に相当する資料が作成されたのは 2001 年 6 月であるが，それに先立った協議は 2000 年 5 月より開始
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観」への配慮などについて検討が行われた場合は，それについても記載可能な仕組みとなっ
ている。








































































第 19 条 ・上水道（特に井戸給水の場合）
第 24 条 ・快適環境の創造（公害の防止，自然環境の保全）・その計画書















　2012 年 4 月に閣議決定された第 4 次環境基本計画では，環境行政の目標として「持続
可能な社会」が掲げられている。そして持続可能な社会を目指すために，その基盤となる
国土や自然の維持，形成とともに，地域をはじめとする様々な場において多様な主体によ
る参画，協同を進めることが環境政策の展開の方向とされる。本項執筆時点（2018 年 1 月）
では，次の環境基本計画となる，第 5 次基本計画の策定が進められており，中間とりまと
め（2017 年 8 月）の公表とパブリックコメントが行われている。持続可能な社会を目指





































きるようになっている。また，経済産業省では 2015 年 4 月より「地域経済分析システム






























ンク（大変優れている）から，A ランク，B ＋ランク，B －ランク，C ランク（劣ってい



























（12）	風見・村山（2015）によると，2014 年の時点で「CASBEE －まちづくり」の適用事例が 4 件であることを
報告している。本稿執筆時点では，CASBEE の開発・認証機関である建築環境・省エネルギー機構の web
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（2） 美観地区は都市改造を目的とする 1888 年公布の東京市区改正条例に位置づけられた地区であり，千代田区












































空間デザインについては『新建築』第 83 巻 8 号，2008 年 6 月臨時増刊を参照のこと。
―16―

































ルは 1914 年から 1945 年にかけて 31 年間存在し，その後仮設の状態が 1947 年から建て替









































　丸の内駅舎と駅前広場を取り囲むように立地している 4 本のオフィスビル（JP タワー，
（7） ノードやディストリクトなど都市イメージの構成要素については Lynch（1960）を参照のこと。
―18―













保存部分を活用して開発された商業空間である KITTE は，新たに設置された 5 階アトリ
ウム天井の下にイベントスペースともなる三角形の屋内プラザを持ち，そのプラザを囲う



































































































出している。本街路は，2007 年から二段階で再整備され，第一段階は 2010 年，第二段階
は 2017 年に完了し，駅舎から駅前広場を経て皇居へ到着する連続性ある歩行空間が完成



























































ルファームなどである（10）。したがって，本地区の再開発は CBD に UED を融合させよう





















（10） 三菱地所オフィス情報ホームページ https://office.mec.co.jp/area/（最終閲覧日 2018 年 1 月 18 日）。
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〔付　記〕
　本稿は，平成 29 年∼ 32 年度科学研究費補助金による基礎研究（C）「文化的消費主導の
都市計画論：グローバル都市におけるエンクレイブの役割と意義」（研究代表者榎戸敬介，
課題 ID17878483）の成果の一部である。
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中巻　p.125〕。四方の調査結果では，第一期の 1690 年では 9％にすぎなかった両班戸が，
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僧侶の悪行と奢侈が問題となる事件が多発していたからである。また，仏教寺院が所有す
る国土の 8 分の 1〔李成茂 2006 上　p.163〕ともいわれる広大な寺有田は，朝鮮建国の功
臣たちへ分賜する功臣田としても魅力であったし，建国後も政変が起きるたびに新たな功
臣が誕生し，その功臣田の原資が不足していた。
　最初の物的抑仏政策は，第 3 代の太宗で，次いで第 4 代の世宗の二段階に渡って行なわ
れ，世宗代の 1424 年には「2 教派 36 社寺」（後に 1 社追加）に強制的に合派し，減縮し










が復活することがあったことを付加しておかなければならない。第 1 代の太宗，第 4 代の
世宗，第 7 代の世祖は晩年になると仏教信者となり，僧侶の仏教講話を聴くなど王室内で
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「比較的広域の両班層の連帯から門中組織を中心とする親族両班層の連帯への変化」，あ
るいは「両班層の没落・分化過程」としてみることができる。
　粛宗（在位 1674～1720）時代までに 577 の書院が設立されたが，18 世紀に入った頃か
ら抑制策が講じられるようになった。最終的には 1871 年（高宗 8）に，賜額の書院（国
王より額を受け，認定を受けた書院）47 箇所を除いて他の書院は廃止された。
5-2　朝鮮の科挙制度―両班層の再生産機構

















かし，1823 年にも 1 万人に近い大規模な庶孼の上訴があり，庶孼に対する任用・登用に
関する実質的な差別は韓末まで継続した。





































きるだろう。第 1 期の勲旧派と士林派の時代は，建国（1392 年）から 16 世紀前半までで，
中央政界では勲旧派・功臣勢力が優勢で，これに新興の士林派が対立する構図の時代であ
る。第 2 期の朋党と党争の時代は 16 世紀後半から 18 世紀初までで，士林派が政権を掌握
し，さらに士林派が東人，西人へ分裂し，その後も分裂して行くなかで，朋党間での党争，
粛清，官職追放など換局（粛清・官職追放などをともなった政権交代）が繰り返された時
代である。第 3 期の蕩平策の時代は 18 世紀の英祖（在位 1724-76），正祖（1776-1800）
の時代で，国王が対立する朋党間に蕩平策（両党派間の均衡人事）を行なう事によって，
王権の強化を図った時代である。朋党の時代ではあるが，王権が比較的強かった時代であ














































































































































の人数は第 1 位の卸売業・小売業（131 万人／年），第 2 位の宿泊業・飲食サービス業（120






















































た，調査期間は平成 27 年 9 月から平成 27 年 11 月までとした。
　以下に本研究で使用した 3 つの尺度の概要を示す。
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い部分を知られてしまう。」など，援助をためらう援助要請コストについて測定できる。
・MBI は Maslachを中心とした研究グループにより開発され日本版バーンアウト尺度と
して久保13）により 17 項目にまとめられた。「ない（1 点）」から「いつもある（5 点）」
までの 5 件法で回答し，情緒的損耗感，脱人格化，個人的達成感の低下の 3 つの下位尺
度に分けられそれぞれ合計点を算出する。
結果
　調査期限である 11 月末までに返信があった調査票は MSW が 55 名（男性 16 名，女性
39 名）平均経験年数 9.10 年，PSW49 名（男性 16 名，女性 32 名，未記入 1 名）平均経験
年数 13.11 年，介護職 112 名（男性 24 名，女性 87 名，未記入 1 名）平均経験年数は
11.21 年で分散分析の結果，職種による経験年数に差はなかった（F（2,209）＝2.83,n.s.）。
　3 団体からの回答数では介護職からの回答が最も多く，MSW と PSW では差は見られ
なかった。また図 1 にあるように職場内での相談相手についても大半に相談相手がいるこ






　援助要請意識および MBI ついては，それぞれの 3 つの下位尺度得点を観測変数とした。
精神的健康度は単一の指標であるのでこれを観測変数としてモデルに組み込んだ。また相
談相手の有無については外的変数として援助要請意識に影響する要因としてモデルに組み










こ の 直 接 の パ ス は，－.07 で 有 意 で は な か っ た。 ま た モ デ ル 適 合 も CFI=.957，













相談相手 いる いない 無回答
MSW 51 3 1
PSW 43 3 3





























































































































































































































































































































































































































　具体的には，2017 年 7 月の「教育実習の研究」授業時に履修者に対し調査の説明がな
され，2017 年 12 月までにアンケートに回答して提出するように求めた。最終的に 184 名




査対象とした 177 名を総合評価で分類すると，A 評価が 104 名，B 評価が 69 名，C 評価




























































































































＊ .197＊＊ .117 .165＊ .130 .057 .269＊＊ .278＊＊ .286＊＊
＊p＜.05，＊＊p＜.01
―78―





























































































のか明らかでない。そこで今回は表 5 に示すように，便宜的に自己受容性の得点分布を 5
つの分位群に分けることとした。最も自己受容性得点の高い第 1 分位群は得点上位 4％の
もの（7 名），次に高い第 2 分位群は得点上位 5％～9％のもの（9 名），その次の第 3 分位
群は 10％～14％のもの（9 名），その次の第 4 分位群は 15％～25％のもの（20 名），そし

















A 評価 B 評価 C 評価
第 1 分位群（上側 0～4%）
第 2 分位群（上側 5～9%）
第 3 分位群（上側 10～14%）
第 4 分位群（上側 15～25%）

























の結果，（4）については第 2 と第 5［p＜.05］および第 3 と第 5［p＜.01］の間，（5）につ
いては第 4 と第 5［p＜.01］の間，（6）については第 3 と第 5［p＜.05］および第 4 と第 5［p
＜.01］の間にそれぞれ有意差が認められた。しかし成績の下位評価軸（Ⅰ～Ⅳ）および
他の自己評価項目については有意な主効果は得られなかった。この結果は，全体の 75％




　ただしここで注目したいのは，表 6 における第 1 分位群の結果である。有意差は無いも
のの，多くの評価尺度において，第 2 分位群よりも数値が低くなっていることが分かる。
























































［n=7］ 20.57 21.14 21.71 23.57 70.00 76.43 72.14 82.14 81.43 82.86
第 2 分位群（5～9%）
［n=9］ 21.33 21.22 22.44 24.00 72.78 81.67 79.44 87.22 75.56 81.11
第 3 分位群（10～14%）
［n=9］ 19.22 18.89 20.00 21.89 71.67 74.44 75.56 88.33 78.33 82.78
第 4 分位群（15～25%）
［n=20］ 21.15 20.55 21.85 24.00 69.90 71.35 70.10 76.30 82.05 81.70
第 5 分位群（26～100%）
［n=132］ 20.06 19.50 20.40 22.88 65.02 71.05 67.47 73.56 71.27 73.83
セル内の数値は各評価得点の平均．
―82―
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教師の在り方について（第七次提言）．（平成 27 年 5 月 14 日）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/pdf/dai7_1.pdf
教育再生実行会議　2016　日本の子供たちの自己肯定感が低い現状について（文部科学省





Rogers,C.R.1951Client-centered therapy: Its current practice，implications，and theory.
Boston:HoughtonMifflin.（ロジャーズ，C.R.（著）　保坂 亨・諸富祥彦・末武康弘（訳）　
2005a　クライアント中心療法（ロジャーズ主要著作集 2）　岩崎学術出版社．）
Rogers,C.R.1961On Becoming a Person: A Therapist's View of Psychotherapy.Boston:
HoughtonMifflin.（ロジャーズ，C.R.（著）　諸富祥彦・末武康弘・保坂 亨（訳）　
2005b　ロジャーズが語る自己実現の道（ロジャーズ主要著作集 3）　岩崎学術出版社．）




























































































　2017 年秋学期，10 月から 12 月の初めにかけて，千葉商科大学（CUC）の「異文化コミュ
ニケーション」ゼミの 2 年生と，バーモント大学（UniversityofVermont:UVM）の日
本語クラスの 4 年生との間で，異文化交流プロジェクトを行った。当該クラスのご担当は
KazukoSuzuki 先生である。スケジュールの都合上，UVM からの参加は受講生 6 名のク
ラスとなった。CUC の参加者は 23 名であり，人数差が非常に大きいことが，今回のプロ
ジェクトの特殊事情である。






















（6） UVM の学生は動画をバイリンガルにしてくれた。CUC 側では日本文を訳すことによる弊害を抑えるために
バイリンガルでという指示はしなかったが，後述のように，バイリンガルで動画作成を行うメリットも大きい。
―88―






　表 1 の「コメント可能な動画」欄から分かるように，同じ時期に，日本から 6 件（1 グルー







1 JP1（6） 動画 JP1 作成・投稿 JP1
2 US1（6） 動画 US1 について JP1，US1
3 動画 JP2 打ち合わせ JP1，US1
4 JP2（1） （休講） JP1，US1，JP2
5 JP2（3） US2（6） 動画 US2 について JP1，US1，JP2，US2
6 JP2（1） これまでの動画について JP1，US1，JP2，US2
7 JP3（11） 動画 JP3 作成・投稿 JP1，US1，JP2，US2，JP3
8 JP3（5）JP2（1） US3（3） 動画 US3 について JP1，US1，JP2，US2，JP3，US3














なっていたと思われる。1 グループのメンバーは 4 人で，どのグループも 1 本あたり 3 〜


















回の調査のうち 1 回のみの回答者を除外した 16 名について，対応のある t 検定（両側）
を行った結果を示しておく（表 2）。2016 年度は，5 月と 12 月で変化が見られたのは項目
①のみであった（t（15）＝ 1.87,p ＜ .05）。
　英語でのグループ動画作成および Facebook でのその共有は，2016 年度にも取り入れ
（7） 3 番目の動画については日本側も個人作成としたため，JP3 の件数が多くなっている。
（8） ただし，2016 年度については，5 月時点では項目②が含まれていない。
―90―





　まず，2017 年春学期の調査結果を表 3 に示す。上で触れたように，2017 年度のクラス
では，中国人留学生の英語能力が全般に高めであった。そこで，日本人と中国人を分けて
集計し，等分散性を確認したのち t 検定（両側）を行ったところ，全 6 項目のうちの 2 項
目，自分の英語力で十分意思疎通ができると思うかどうか（⑤⑥）について，日本人と中




　表 4 は，日本人学生について，交流プロジェクト終了後の 12 月中旬に行った意識調査
を 5 月時点の結果と比較したものである。日本人参加者のうち，片方のみに回答した者を
除いた 12 名について対応のある t 検定を行ったところ，項目④（SNS を用いたオンライ
ン交流への関心）と項目⑥（自分の英語力で文章での意思疎通が可能）の 2 項目について，
5 月と 12 月における回答が5% または 1% 水準で有意に異なっていた。また，統計的な有
意差は認められないものの，項目⑤（自分の英語力で会話での意思疎通が可能）の変化も
表 3　オンライン異文化交流に関する意識調査（2017 年 5 月）
日本人（n ＝ 14）中国人（n ＝ 7）
平均 SD 平均 SD t 値
①海外の人とのオンライン交流に興味がある 3.57 1.12 4.00 0.76 0.87
②英語でコミュニケーションをしたい 4.21 0.86 4.14 0.99 0.16
③海外の人たちと友達になりたい 4.07 0.88 4.57 0.49 1.32
④海外の人との交流に SNS を積極的に使いたい 2.86 0.91 3.43 0.90 1.29
⑤自分の英語（会話）で意思疎通は十分できると思う 2.14 0.91 3.29 1.28  2.24*
⑥自分の英語（文章）で意思疎通は十分できると思う 2.14 0.99 3.43 0.49   3.08**
 *p ＜ .05，**p ＜ .01
表 2　オンライン異文化交流に関する意識の変化：2016 年 5 月と 12 月
5 月（n ＝ 16） 12 月（n ＝ 16）
質問項目 平均 SD 平均 SD t 値，fd=15
①海外の人とのオンライン交流に興味がある 3.38 0.93 3.88 0.60 1.87*
②英語でコミュニケーションをしたい n.d. n.d. 4.13 0.60 n.d.
③海外の人たちと友達になりたい 4.00 1.17 4.19 081 0.30
④海外の人との交流に SNS を積極的に使いたい 3.25 1.15 3.50 0.4 0.44
⑤自分の英語（会話）で意思疎通は十分できると思う 1.88 0.86 1.88 0.86 --
⑥自分の英語（文章）で意思疎通は十分できると思う 2.00 0.94 1.88 1.17 0.40





　2016 年度（表 2）と比べると，2017 年度（表 4）は，交流プロジェクト前後の自分の英
語力についての意識の変化が大きいように見える。そこで，5 月と 12 月の間に見られる
変化の年度による違いについて，等分散性を確認したのち t 検定（両側）を行った。表 5
に示すように，項目⑤，⑥のいずれについても，5 月時点では年度による有意な差は見ら
れない。一方，12 月の結果については，それぞれ有意水準 1%，5％で，2017 年度と 2016











表 4　オンライン異文化交流に関する日本人学生の意識変化：2017 年 5 月と 12 月
5 月（n ＝ 12） 12 月（n ＝ 12）
質問項目 平均 SD 平均 SD t 値，fd ＝ 11
①海外の人とのオンライン交流に興味がある 3.20 1.08 3.75 0.37 1.01
②英語でコミュニケーションをしたい 4.08 0.87 4.08 0.87 --
③海外の人たちと友達になりたい 4.00 0.91 4.50 050 1.50
④海外の人との交流に SNS を積極的に使いたい 2.75 0.92 3.50 1.12 3.06**
⑤自分の英語（会話）で意思疎通は十分できると思う 2.08 0.98 2.75 0.83 1.74（p ＝ .054）
⑥自分の英語（文章）で意思疎通は十分できると思う 2.08 1.04 2.75 0.92 1.95*（p ＝ .038）
 *p ＜ .05，**p ＜ .01
表 5　自分の英語力に対する意識の変化：2017 年と 2016 年
時期 2017 年（n＝12） 2016 年（n＝16）
質問項目 平均 SD 平均 SD t 値，fd ＝ 25
⑤自分の英語（会話）で意思疎通は十分できると思う
5 月 2.08 0.96 1.88 0.86 0.35
12 月 2.75 0.83 1.88 0.86 2.31*（p ＝ .05）
⑥自分の英語（文章）で意思疎通は十分できると思う
5 月 2.08 1.03 2.00 0.94 0.41
12 月 2.75 0.93 1.88 1.17 1.72*（p ＝ .09）
 *p ＜ .05
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ば，自己紹介動画では，図 2 のように並んで順序に話した後，1 人を質問者役とする
Q&A 方式のパートを追加したり，アプリを使って画面の人物にデコレーションを加えた


















図 2　自己紹介動画 図 3　学生生活動画：学園祭
図 4　学生生活動画 : イントロ（左）；本編（右）
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　また，注 3 で触れたように，UVM の学生は動画をバイリンガルで用意してくれた。や





















　まず，本実践での新しい試みである Facebook による動画共有に注目した 2 つの質問，
「動画を利用したコミュニケーションに満足したか」および「Facebook を利用したコミュ
ニケーションに満足したか」についての回答（「はい」・「いいえ」の二択）を見ると，い
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関心が高く，家庭の教育力も高い。ここ 2，3 年は対教師暴力 0 件，教員の指導に強く反
抗してくる生徒は学年で 2，3 名である。校外における非行（万引き，喧嘩等）の発生件
数も東京都全体の発生件数率に比較して少なく，授業妨害もほとんどない，落ちついた中





















徒（約 1 割），指導上特別に注意を要する生徒（約 1 割），運動能力の高い生徒，ピアノ演
奏に優れた生徒を各学級均等になるように配置する方法をとっている。
調査協力者










































問のうち，下記の番号の質問項目は，「はい」を 0 点，「いいえ」を 1 点。それ以外の質














　　本調査は，1957 年に R.B.Cattel 及び I.J.Scheier によって作成された AnxietyScale
―109―
川崎知已：中学校生徒の不安と学校適応状況との関係について
を日本において標準化したものある。AnxietyScale は，R.B.Cattel の 16 性格因子検
査の 2 次因子不安に基づいて作成された質問紙法による検査である。R.B.Cattel は，人
格の領域で重要と思われる基本的な 16 の性格因子（1 次因子）を発見しているが，不
安の研究の結果，心理学的，または精神医学的に何らかの不安を示す種々の反応は，こ
の 16 の因子のうち 5 因子と密接な関係があることを明らかにした。さらにこれら 16 因
子の一次因子の相関を因子分析したところ，自我統率力の欠如（Q3），自我の弱さ（C），
パラノイド傾向（L），罪悪感（O），衝動による緊迫（Q4）の 5 因子が結合して 2 次因
子を構成していることを示した。このことは，因子としての不安は，客観的分析テスト
において一次因子として現れたのみならず質問紙法の資料においても 2 次因子として確
かめられることを意味する。R.B.Cattel の質問紙法における 400 以上の項目の中から 2
次因子である不安を測定するのに，最も適切な 40 項目を集めて作成されたのが，本尺
度である。不安を構成している 5 因子の一次因子に対して各 8 の項目質問数である。　
　　本調査の得点の意味は，40 の質問項目のうち，」項目番号 1，3，4，5，6，7，10，
11，12，14，15，18，19，21，22，23，24，26，29，30，31，32，33，34，35，36，
38，39 には，「はい」に 2 点を与える。それ以外の項目には「いいえ」に 2 点を与える。
「どちらともいえない」には 1 点を与える。
　　先ず，5 つの因子別得点を出す。それぞれが　0～16 の範囲である。次にそれら 5 つ
の因子別得点を合計すると 0～80 の範囲で不安粗点が出てくる。それを中学生，高校生，


































































た結果，固有値 1 以上の因子は 1 因子であったため，1 因子を採用した。固有値は 4.964，
寄与率は 62.1％，すべての項目の負荷量は .697 以上，α ＝ .912 であった。因子負荷量









　　　調査協力者全 157 名について「学校適応度」得点において上位約 1 割と下位約 1 割
を抽出し，それぞれ上位群（N=20）と下位群（N=16）とした。上位群とは「学校適
応度」得点が 12 点以上の生徒であり，下位群とは，4 点以下の生徒である。各群の
人数，平均値，標準偏差は，Table 2 に示すとおりである。






　　　仮説 2 の検証について Table 4 に示すように「学校適応度」の上位群と下位群の
人格統率力の欠如，または自我感情の発育不全の平均値の差は，0.1％水準で有意で
〈Table 2〉　「学校適応度」上位群，下位群の平均値と標準偏差
学校適応度 得点範囲 人数 全体の比率 平均値 標準偏差
上位群 12 以上 20 12.70％ 5.50 1.96
下位群 4 以下 16 10.20％ 8.06 1.65







上位群 20 5.5 1.96
4.17＊＊＊ 2.73 2.03





学校適応度 不安 Q3 C L O Q4
平均値 8.35 6.61 6.59 5.79 6.98 6.31 5.82
SD 2.7 1.9 1.91 1.78 1.88 1.91 1.89
範囲（N） 0～15 1～10 1～10 1～10 1～10 1～10 1～10
最高（H） 15 10 10 10 10 10 10
最低（L） 2 2 1 1 1 1 1
―112―



























上位群 20 5.1 1.91
4.56＊＊＊ 2.73 2.03









上位群 20 5.6 2.26
287＊＊＊ 2.73 2.03
































上位群 20 4.85 2.06
3.49＊＊＊ 2.73 2.03
下位群 16 7.13 1.78
＊ｐ＜.05＊＊　　ｐ＜.01　　＊＊＊ｐ＜.001
〈Table 7〉　「学校適応度」と不安得点及び５つの一次因子との関係（相関関係）
Q3 C L O Q4 不安
学校適応度 －0.23＊＊ －0.15 －0.34＊＊＊ －0.09 －0.3＊＊＊ －0.32＊＊＊
＊ｐ＜.05　　＊＊ｐ＜.01　　＊＊＊ｐ＜.001
―114―
























































17 名との一致状況は，一致していた生徒が 15 名であり，質問紙調査結果抽出された生徒
と教師が認知する生徒とはほとんど一致していた。
　一方，「学校適応度」下位群 16 名と教師が抽出した「学校生活に不適応な状況（指導上
特別の注意を要する）17 名を比較すると，両方に一致していた生徒は 2 名であり，質問
紙調査の結果抽出された生徒と，教師の選出した生徒とはほとんど一致していなかった。
　この不一致が生じたことについて精査したところ，質問紙調査の結果抽出された「学校
適応度」下位群 16 名のうち，教師への従順さをみる 4 つの質問のところで差が見られた。
5 点が最高，0 点が最低の幅で教師への従順さが測定されるが，「学校適応度」下位群の生
徒は，16 名中，0 点が 4 名，1 点が 11 名，2 点が 1 名で平均が 0.81 点であった。一方，
教師が抽出した「指導上注意を要する生徒」17 名は，1 点が 4 名，2 点が 4 名，3 点が 4 名，
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A と，実現可能性は高いが，実現したとしても大きな効用が得られない選択肢 B という
トレードオフの意思決定において違いを見ることができる。例えば，解釈レベルが高次の
人は，4 分の 1 の確率で 10000 円が当選するクジ（望ましさ：高―実現可能性：低）を選







　従来の研究では，心理的距離の 1つとして時間的距離（例えば，明日と 1 年後）がし
―126―
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ばしば取り上げられてきたが，そのほかにも，心理的距離には「空間的距離」（例えば，























































図 2　Bar-Anan et al. （2007）で用いられた刺激
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の引用数をジャーナル別にランキング化したものである（4）。当然ながら，1 位と 2 位は社会
心理学分野のジャーナルであるが，同じく 2 位の Journal of Consumer Research，4 位の
Advances in Consumer Research，6 位の Journal of Marketing Research，9 位の Journal 
of Consumer Psychology は，いずれもマーケティング，消費者行動研究分野のジャーナル
である。このことからも，いかに消費者行動研究において解釈レベル理論が盛んに援用さ
れているかが理解できるだろう。








（4） 前出の WebofScience によると，解釈レベル理論関連の論文のなかで被引用件数が最も多いことから，ここ
では TropeandLiberman（2003）を対象とし，引用数のカウントを行った。
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表 2　Trope and Liberman （2003）の引用数上位 10 誌
順位 出版物名 引用数
1 Journal of Experimental Social Psychology 56
2 Journal of Consumer Research 45
2 Journal of Personality and Social Psychology 45
4 Advances in Consumer Research 31
5 Personality and Social Psychology Bulletin 31
6 Journal of Marketing Research 28
7 Journal of Experimental Psychology General 23
8 Psychological Science 22
9 Journal of Consumer Psychology 20
10 European Journal of Social Psychology 18
































択に比べ時間割引率が高くなる。例えば，1 年後に貰える 1 万円と 1 年 10 日後に貰える 1
万 500 円を比較した場合，多くの人は後者を選択するが，今日貰える 1 万円と 10 日後に

























2013 ;HongandLee2010 ; Irmak,Wakslak,andTrope2013 ;Lee,Keller,andSternthal
2010）においても広く一般的に解釈レベルを測定するための尺度として用いられている。
























































































































ブラシ シュノーケル 毛布 歯ブラシ
テント シャツ 懐中電灯 下着
マッチ セーター ズボン ビール
カメラ スニーカー サングラス 寝袋
石鹸 コート ライフル 枕
軍手 ボート くつ ポテトチップ
水着 犬 タバコ 斧
スコップ 長靴 ロープ 　
釣竿 マシュマロ ホットドッグ 　
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Vallacher, RobinR. andDanielM.Wegner（1989）, “Levels of PersonalAgency:
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て─」『マーケティングジャーナル』，34（3），日本マーケティング学会，83～98 頁。
外川 拓・八島明朗（2014）「解釈レベル理論を用いた消費者行動研究の系譜と課題」『消
費者行動研究』，第 20巻，第 2号，日本消費者行動研究学会，65～94 頁。




















　ラグビーにおけるスクラム（8 人対 8 人で押し合うボール争奪戦）を最前列で組む 3 人
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たらなかった。セット局面では，背中（背中を伸ばした状態で押す），膝（角度は，100
度から 110 度ぐらいにためておく）（小田，1988）とまとめることができた。













































































































えば，膝裏の角度を 12 時半にする場合，図 7 のようになる。





　相手と組み合う瞬間の 8 人の膝裏の角度は，12 時半方向（120°）にする（図 8）。
（3）Loading
　相手と組み合った直後，次の Explosion で爆発的にプッシュする準備をするために，8
人の膝裏の角度は 1 時方向（120°）にする（図 9）。
（4）Explosion
　相手をプッシュした時の 8 人の膝裏の角度は 2 時方向（150°）までにする（図 10）。そ
れ以上膝裏の角度が大きくならないようにする。
（5）Power





図 8：Ring the bell の膝裏の角度 図 9：Loading の膝裏の角度
図 10：Explosion の膝裏の角度 図 11：Power の膝裏の角度
―148―
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ムのキーワードごとに練習する必要がある」と述べているように，現状の日本ラグビーの
特にユース世代におけるスクラム練習は，スクラムマシンにヒットするマシン練習や，8

















































究第 53 巻第 1 号，p.61-74
會田宏（2011）ハンドボールにおけるコーチング活動の実践知に関する質的研究―大学
トップレベルのチームを指揮した若手コーチの語りを手がかりに―：コーチング学研究

















 （2018.1.20 受稿，2018.2.14 受理）
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前 492-前 449 年）。
（1） CarlSchmitt,Land und Meer－Eine weltgeschichtliche Betrachatung,ReclamVerlag,Stuttgalt,1954.引用
は，C・シュミット著，生松敬三・前野光弘訳『陸と海と―世界史的一考察』福村出版，1971 年，12 頁。
（2） Ludwig Dehio,The Precarious Balance, Four Centuries of the European Power Struggle,Knopf,New
York,1961.HalfordJ.Mackinder,Democratic Ideals and Reality,W.W.Newton,NewYork,1962.邦訳は，
マッキンダー著，曽村保信訳『デモクラシーの理想と現実』原書房，1985 年，AlfredThayerMahan,The 
Influence of Sea power: upon History, 1660-1783,London,1965edn.邦訳はマハン著，北村謙一訳『海上権
力史論』原書房，2008 年。
（3） RobertGilpin,War and Change in World Politics,CambridgUniversityPress,NewYork, 1981 .George
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　この時，アテネとスパルタは他の都市国家と，夫々デロス同盟とペロポネソス同盟を形




































（5） 桜井万里子編『ギリシャ史』山川出版社，2005 年，82 頁。
（6） 同上，90-91 頁。
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た結果，アウグストス帝の治世（前 27-後 14 年）に 25 万人だった常備軍は，ディオクレティ
アヌス帝の時代（284-305 年）には 45 万人から 60 万人へと膨張した。他方で，帝国全体





















（9） Ａ・ゴールスワーシー著，遠藤利国訳『図説　古代ローマの戦い』東洋書林，2003 年，82－84 頁。
（10） AzarCat,War in Human Civilization,OxfordUniversityPress,2008.引用は，Ａ・カット著，石津朋之他
監訳『文明と戦争（下）』中央公論新社，2012 年，57 頁。







































ていた。実際，第 4 回十字軍（1202-1204 年）は，ベネチア商人と共謀して東ローマ帝国
（13） 新人物往来社編『ビジュアル全書　十字軍全史』新人物往来社，2011 年，16 頁。
（14） 橋口倫介『十字軍』岩波書店，1974 年，114 頁。







　その後，第 5 回（1219-1221 年）・第 6 回（1228-1229 年）の十字軍がエルサレムを奪い
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は渤海（現在の中国東北部に位置した国）と隣接し，西はアラル海の東岸，南はチャンパー
（現在のベトナム）と接し，北はモンゴル高原に至る，最大の領域を獲得した（22）。そして，






















































































































































（29） 突厥と東ローマ帝国との関係は，R.N.Frye,“ThePoliticalHistoryof IranunderTheSasanians”, inE.
Yarshater,ed.,The Cambridge History of Iran, vol.3,p116-180,Cambridge,CambridgeUniversityPress,
1983.を参照。
（30） Liu,Xinra,“TheSilkRoad:OverlandTradeandCulturalInteractions inEurasia”, inMichaelAdams,ed.,
Agricultural and Pastoral Societies in Ancient and Classical History,Phlradelphia,TempleUniversity
Press,2001,p168.
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配下となっていたエフタルがペルシャ帝国の領内に侵入したことから，西突厥とペルシャ


























































ケンティウス 4 世は，リヨンでの公会議（1245 年）において，「モンゴル問題を神のハンマー
としてではなく，外国の侵略勢力として処理する」との決定を下した（32）。
　その後の 1248 年，第 7 回十字軍を率いたフランス国王ルイ 9 世に，モンゴル側（北部
ペルシャの軍事総督エルジギタイ）は使節を送り，「モンゴル側がバクダッドを，十字軍
がエジプトを夫々同時に攻撃した後，共同してエルサレムを解放する」ことを目指した軍




に襲われて大敗し，捕虜となった王は，莫大な身代金を支払って翌 1250 年 5 月に釈放さ







（33） 伊藤敏明『モンゴル vs. 西欧 vs. イスラム―13 世紀の世界大戦』講談社，2004 年，54-55 頁。
（34） 同上，77-78 頁。
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しかし，モンゴル軍は長期にわたる遠征で消耗と疲労が激しく，翌 1260 年 9 月，パレス
チナ地方のジャールートでイスラム軍との戦いに敗れた。フラグは劣勢を挽回しようと，

































（39） CharlesTilly,eds.The Formation of National States in Western Europe,Princeton,PrincetonUniversity
Press,1975,p42.
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はずである。例えば，X 国と Y 国のいずれで活動するかを選択する際に，Y 国にはない





















































































（2）Google 事案と Starbucks 事案
　Google 事案と同時期に世界的に注目されたのが，Starbucks 事案である。これまで，
この二つの事案は租税回避に関する同類の問題として議論されてきたが，OLI 理論及び上
述の判断基準に基づくと，Google 事案と Starbucks 事案との間には共通点と相違点があ
ることがわかる（表 2）。






































































































































































































［10］矢内一好（2015）「BEPS と租税条約」『商学論叢』第 57 巻第 1・2 号．
［11］Dunning,	 J.H.,	 ed.（1993）The Theory of Transnational Corporations（London:	
Routledge）.
［12］Eden,	L.（1998）,	Taxing Multinationals: Transfer  Pricing and Corporation Income 
Taxation in North America（Toronto:	University	of	Toronto）.
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平成 29年学外研究活動報告
（平成 29 年 1 月～12 月）
本報告は会員から報告のあったものを掲載してあります。――◇運営委員会
〔学会報告〕








神　保　雅　人 共 暗黒物質密度を説明する MSSM パラメー
タと軽い stop の 1-loop レベルでの検証可
能性
日本物理学会 3 
神　保　雅　人 共 偏極電子ビームを用いた ILC でのトップ
対生成における MSSM の 1loop 効果
日本物理学会 3 
神　保　雅　人 共 ILC での損失エネルギーを伴った Higgs 生
成における有効 W-boson 近似を用いた































日 本 経 営 診 断 学 会，
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太　田　三　郎 The Recent Trends and Problems of 
























杉　田　　　文 共 市川市じゅん菜池の生態系保全と水管理 2017 年度　日本水文科学
会　学術大会
10 
杉　田　　　文 共 市川市じゅん菜池の水環境と生態系 2017 年度　日本水文科学
会　学術大会
10 
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〔寄　稿〕
執 筆 者 名 論　 文　 名 掲載誌名その他 月
M.  J i m b o 共 One loop effects of natural SUSY in 
indirect searches for SUSY particles at 
the ILC
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Masato Jimbo 共 1-loop effects of MSSM particles in Higgs 
productions at the ILC






12 月号 No. 331
12 
〔著　書〕
執 筆 者 名 書　　　　名 発　行　所 月




『近代中日関係史新論』（全 816 ページ） 台湾・稲郷出版社 3 
常　見　陽　平 『なぜ、残業はなくならないのか』 祥伝社 4 
石　毛　雅　章 共 社会人のための英語の世界ハンドブック 大修館書店 12 
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